
☆平成２９年度　普通会計等決算統計数値及び財政指標等の状況（速報値） （単位：千円）　

福 智 町 22,871 　 面 積 職 員 数 技能労務職 計

Ⅴ－２ 23,246 42.06 ｋ㎡ 217 14 217

決算額 決算額 1,135,064

地　方　税 1,601,958 人　件　費            (b) 2,121,476 歳入総額 A 5,795,577

地方譲与税 101,797 1,521,992 17,887,218 11,657,512

利子割交付金 2,773 扶　助　費 2,639,989 歳出総額 B 18,588,153

配当割交付金 7,172 公　債　費 1,895,616 17,263,359 11,948,545

株式譲渡所得割交付金 7,583 1,895,616 歳入歳出差引額 C 8,560,236

地方消費税交付金 368,287 0 A－B 623,859 20,508,781

ゴルフ場利用税交付金 261 6,657,081 翌年度へ繰り D 2.55

特別地方消費税交付金 0 物　件　費 1,664,355 越すべき財源 8,767

自動車取得税交付金 37,359 維持補修費 298,308 実 質 収 支 E

地方特例交付金 5,418 補助費等 1,980,657 C－D 615,092 154,829

地方交付税 5,908,201 うち一部組合負担金 725,678 単年度収支 F

内 普通交付税 4,954,471 繰　出　金 1,196,614 11,613 255,346

特別交付税 953,730 積　立　金 2,735,892 積　立　金 G

訳 震災復興特別交付税 0 投資及び出資金.貸付金 214,760 2,687 92.9 (96.8) 義務的経費 38.6

交通安全対策特別交付金 4,032 前年度繰上充用金 － 繰上償還金 H 人 件 費 23.8 (24.9) 　人　件　費 12.3

8,044,841 8,090,586 0 物 件 費 11.0 (11.4) 　公　債　費 11.0

分担金及び負担金 144,419 2,515,692 積立金取崩し額 I 維持補修費 0.7 (0.8) 投資的経費 14.6

使　用　料 427,692 うち事業費支弁人件費 (c) 63,483 0 内　訳 扶 助 費 9.9 (10.3)   普通建設事業費 14.5

手　数　料 80,859  普通建設事業費 2,511,677 実質単年度収支 J 補助費等 13.4 (14.0)     うち単独事業費 7.6

国庫支出金 1,903,142  補助事業費 1,188,837 F+G+H-I 14,300 公 債 費 21.7 (22.6) その他の経費 46.8

国有提供交付金 0  単独事業費 1,309,064 歳出決算倍率（倍） 繰 出 金 12.4 (12.9)

県支出金 976,658  そ  の  他 13,776 2  国民健康保険事業(事業勘定) 298,688

財産収入 150,952  災害復旧事業費 4,015 経常一般財源収入  (d) 7,104,478  国民健康保険事業(直診勘定) 83,600

寄　附　金 1,751,783  失業対策事業費 0 経常一般財源等収入(a)+(d)  (e) 7,405,236  介護保険事業会計 397,451

繰　入　金 1,440,677 17,263,359 経常経費充当一般財源 6,876,084  後期高齢者医療事業会計 416,875

繰　越　金 656,022 2,184,959 ※平成29年度福智町会計別決算収支の状況  水道事業会計 154,892

諸　収　入 304,115 　① 実質赤字比率 - (△8.42) 一般会計 田川郡公平委員会特別会計 1,376

地　方　債 2,006,058 収益事業収入 － 　② 連結実質赤字比率 - (△4.89) 住宅新築資金等特別会計 公共用地先行取得事業特別会計 0

うち減収補てん債特別分 － 標準財政規模に対する割合(%) － 　③ 実質公債費比率 4.7 国民健康保険特別会計 水道会計(資金不足・余剰額) 27,921

うち臨時財政対策債 (a) 300,758 基準財政需要額に対する割合(%) － 　④ 将来負担比率 - (△231.8） 後期高齢者医療特別会計

17,887,218 福智町立診療所事業特別会計

9,083

△ 120,632

5,135

歳　入　合　計 △ 332,905

収益事業の状況 606,009

一般財源 (計) その他経費　　計

投資的経費　　計

内
　
　
訳

内
　
訳

歳　出　合　計 起債制限比率　(%)

※ 実質人件費総額  (b)+(c) ※ 健全化判断比率 ４指標　 (%)

　公営事業等会計への繰出金の状況

 ※経常収支比率の（　　）数値は、経常一般財
源等収入額(e)から、臨時財政対策債(a)を除い
た場合の比率。

公債費比率　(%)

経常収支比率等の状況　(%) 土地開発基金現在高(現金・預金)

経常一般財源比率 97.3 歳出決算構成比の状況  (%)

経 常 収 支 比 率

義務的経費　　計 　徴 収 率 （％） 97.4 現債高倍率（倍）

債務保証損失補填

財 政 力 指 数 の 状 況
債務負担
行為額

(翌年度以降
支出予定額)

物件の購入等

基 準 財 政 需 要 額 6,287,801

基 準 財 政 収 入 額 1,646,644 そ　の　他

財政力指数（３年平均） 0.262 実質的なもの

合　　計

普通税収入状況（現年課税分）
地方債
現在高

 政府系等資金

 元利償還金 調　定　済　額 1,573,857  その他資金

 一時借入金利子 収　入　済　額 1,532,370 合　　計

区　　　分 区　　　分 収　支　の　状　況 標準財政規模（合併算定替数値）

積立金
現在高標 準 税 収 入 額 等 2,047,028

計 7,302,257

 財政調整基金

普  通  交  付  税 5,255,229  減 債 基 金

 うち職員給 その他特目基金

団　体　名 27年国調人口 一般職員 教育公務員 消防職員 臨時職員

類　　　型 30.1.1住基人口 202 1


